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・水平面内の剛性

 小屋面及び２階床面の水平剛性は、建物に加わる地震

力を全体の耐力壁に伝えるため、以下の項目について検

討を加える必要がある。

・火打ち材がバランスよく配置されているか

・床版が合板などで張りつめられているか

・耐力壁線間の距離は大き過ぎないか(８ｍ以内)

・耐力壁で囲まれた面積は大き過ぎないか(最大４０㎡)
２、南海道地震（昭和２１年発生）による体験

・本州最南端住民

 ｢ ものすごい揺れで屋根瓦が全て飛んでしまった、と

言う人いやそんなに激しい揺れでなかった、と言う人が

いました。不思議な結果だと思い建築場所を調査すると、

激しい揺れの所は軟弱地盤上に建築されており、そんな

に激しい揺れでなかったと言う所は、岩盤上に建築され

ていると言う結果であった。この様な状況のなか、地盤

との共振性は非常に重要な要素だと実感した。

１、はじめに

 阪神・淡路大震災において、いたいたしいほどの災害

を木造住宅は被りました。しかし、本来木造住宅は、在

来軸組工法、枠組壁工法、伝統工法等先人の知恵のもと、

耐震性能は高いと考えている。しかし、比較的自由度の

ある材料であり、架構形式であるが故に、生活スタイル

に合った不規則な空間を作ってしまい、耐震的に不十分

な架構形式となり、崩壊してしまったというケースが多

いのではないだろうか。

 耐震診断の手法においては、一般的な解析方向として、

(財)日本防災協会発行の ｢木造住宅の耐震精密診断と補

強方法｣ がある。最近では限界耐力に準じた準動的解析

法も開発されており、制震ダンパーを使った場合の新し

い補強工法も提案されている。

 ここで、１９４６年（昭和２１年）発生の南海道地震

（Ｍ８.０）による地震体験談も交えモデル建物による、

 木造住宅の耐震精密診断と補強方法(財団法人日本防災

協会) 及び許容応力度設計により構造計算をした場合の

算定結果を示し、所要壁量に対する有効壁量の算定値と、

耐震診断による総合評点とを比較検討し今後の耐震診断

における参考資料としたい。

耐震診断・耐震補強に関する考察

 今回注目すべきところは、事業主体が市町村であり、

利用者は診断費用を負担せずに、耐震診断を受ける事が

出来る。
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４、診断費補助制度

 和歌山県では、平成１６年度建築物の耐震診断費補助

事業として、昭和５６年以前に建築された木造住宅（約

１７万戸）に対し、５年間で２万戸を目標に耐震診断を

実施する計画を立てている。図４－１に流れ図を示す。

３、耐震診断への考察

・軸組み工法としての判断

 在来軸組工法と伝統工法とには厳密な区別がつけ難い

が、一般には柱の断面サイズが１５ｃｍを下回る場合に

は、伝統工法に特有の独立柱の効果 (柱のロッキング抵

抗力) の効果が小さいこともあり、在来軸組工法として

扱うことが妥当である。

・木造軸組の設計クライテリア

 建物の存在期間中にまれに遭遇する可能性のある最大

地表面加速度１００ガル(震度５程度)、極めてまれに遭

遇する可能性のある最大加速度４００ガル(震度７程度)

を考える。

 木造軸組の耐震性能指標は、木材料が健全であること

を前提におけば、既存の研究や一連の実験・解析を通じ

て、以下のように捉えることが出来る。

①変形角1/120以下：ほぼ弾性的な挙動を示す

②変形角1/60まで ：小破でわずかな補修で再利用が可能

③変形角1/30まで ：中破で相当の補修後に再利用が可能

④変形角1/15まで ：大破し倒壊は逃れるが補修改修もし

                    くは建て替えが必要

したがって設計者は、建築主と協議の上目標レベルを設

定する。

図4-1 診断実施の流れ
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６、壁倍率による水平抵抗力の計算

・耐力壁の壁倍率

 耐力壁のせん断耐力の大きさは｢壁倍率｣で表される。

在来軸組工法の耐力壁倍率は実験結果に基ずき次の様

に算定される。

壁倍率＝３／４＊(Ｐ(1/120)／１３０)

この水平荷重が130kgの時は壁倍率１となる。

 ここで、許容応力度設計による、Ｌｄ／Ｌｎの算定

結果を表 6-1に示し耐震診断の補強後の総合判定と比

較検討を行した。

 一方、鉄筋コンクリート造耐震診断基準における、第

２種構造要素の問題は、木造の場合柱のサイズに該当す

るのではないかと考える。すなわち１２ｃｍ角や１５ｃ

ｍ角の柱サイズの場合、階が崩壊してしまったという報

告は見受けられないが、１０．５ｃｍ角以下の細い柱で

建築されている場合は、色々な被害報告を聞く。

 太い柱で作られている伝統工法の建物においては、そ

の変形能力とあいまって、耐震性能の高い建物と評価で

きる。

 今回、耐震診断費補助事業により、行政と一体となっ

て住宅の耐震性向上に取り組み、 ｢和歌山県の住宅は高

い耐震性を保有している｣ という状況を作り出したい。

５、某木造建築物の耐震診断例

 当建物は、昭和５６年以前に建築されたもので、２階

建ての建物である。現況の耐力壁配置状況では非常に低

い総合評点が算定されている。図5-1に平面図を、表5-1

に算定結果を示す。

 上記診断結果をもとに、総合評点１.０以上を確保する

目的で耐力壁の追加を行い耐震性の向上を図った。図5-2

に平面図を、表5-2に補強後の算定結果を示す。

 ここで、総合評点１.５以上を確保すべく、制震ダンパ

ー（壁倍率０.２５ｍに換算出来る）を取り付け、目標値

を満足させた。 全体的な補強方法の流れの中で、改修予

算にこだわらないなら、 比較的スムーズに補強計画を立

てることが出来るが、 一般住宅の場合などは少ない予算

で効果的な補強方法を考えなくてはいけないため、 より

精度の高い解析方法で耐震診断を行い、 補強計画を考え

るべきである。

７、算定結果及び補強に対するまとめ

 木造住宅については、建物全体が軽く、構造体自身も

架構しやすいうえ、おおがかりな工法や特殊な工法が必

要ない。また改修にあたっても手作業の範囲内での施行

が可能なうえ、鉄骨などを抱かせて補強することも一つ

の方法であろう。

 今回、昭和５６年以前に建築された建物を耐震診断し

補強計画を行った結果、総合評点は満足のいくものであ

った。しかし、地盤との相関関係を考えるならば、より

詳細な検討を行うことが望ましい。
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表5-2 補強後の総合評点

Ld:有効壁量 Ln:所要壁量

表6-1 許容応力度設計によるLd・Lnの比較表
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図5-2 某住宅補強後の平面図
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表5-1 補強前の総合評点
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図5-1 某住宅の平面図


